
参考資料
平成１７年１１月１０日現在

三位一体の改革関係の動向について

○全国知事会議の開催 [８月26日]

【主な内容】

・「地方分権に関する政権公約についての緊急声明」等について協議

○地方六団体会長による「衆議院総選挙に当たっての共同声明」を発表 [８月29日]

【主な内容】

・各政党、各候補者及び国民に向けて、「地方分権改革」実現の重要性を訴える

○全国知事会による「地方分権に関する政権公約についての緊急声明」を発表

[８月29日]

【主な内容】

・各政党の地方分権改革に関する政権公約の評価及び公約の追加、明確化の要請

○地方六団体会長による「平成１８年度予算概算要求に関する共同声明」を発表

[８月31日]

【主な内容】

・概算要求において、地方の国庫補助負担金改革案に対する各省の対応が不十分

であることに声明

○中央教育審議会第３１・３２回義務教育特別部会の開催 [９月１日]

【主な内容】

・平成１８年度概算要求、教育委員会制度の在り方、教職員人事の在り方等につ

いて

○全国知事会「第１回地方税制小委員会」の開催 [９月５日]

【主な内容】

・小委員会における検討の進め方、検討すべき課題・論点等について

○全国知事会「第２回道州制特別委員会」の開催 [９月５日]

【主な内容】

・委員会審議の進め方、地方制度調査会における審議状況（総務省説明）等

○中央教育審議会第３３・３４回義務教育特別部会の開催 [９月８日]

【主な内容】

1



・学習指導要領の見直しの基本的方向、全国的な学力調査の在り方、学校評価の

在り方等について

○中央教育審議会第３５・３６回義務教育特別部会の開催 [９月９日]

【主な内容】

・教員養成部会の報告、専門職大学院制度の在り方、教員評価の在り方、教職員

人事の在り方等について

○地方六団体会長による「地方分権改革の推進を求める共同声明」を発表

[９月11日]

【主な内容】

・衆議院総選挙の結果を受けて、新たな政権に対して、地方分権改革の推進を求

めるもの

○全国知事会「第２回地方交付税問題小委員会」の開催 [９月13日]

【主な内容】

・小委員会における検討事項、第一段階の各論点の整理等

○第４回生活保護費及び児童扶養手当に関する関係者協議会 [９月15日]

【主な内容】

・生活保護制度について検討すべき課題（最低生活の保障に関する課題、生活保

護制度を取り巻く他制度との関係）等

○全国知事会「地方分権推進対策会議」の開催 [９月18日]

【主な内容】

・現在の政治情勢等を踏まえて、分権改革推進国民運動など今後の地方分権推進

のための対策等について意見交換

・出席知事：増田岩手県知事、浅野宮城県知事、谷本石川県知事、國松滋賀県知

事、山田京都府知事、木村和歌山県知事、石井岡山県知事、麻生福岡県知事、

古川佐賀県知事

○地方財政に関する総務大臣・地方六団体会合(平成１７年度第２回） [９月22日]

【主な内容】

・平成１８年度の地方財政関係予算要求及び今後の地方財政のあり方等について

協議

○地方六団体「地方六団体代表者会議｣の開催 [９月22日]

【主な内容】

・国会議員に対するアンケート調査、全国大会の開催等について協議
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○地方分権推進連盟による「地方分権改革の推進に関する調査」 [９月30日]

【主な内容】

・国会議員に対するアンケート調査を開始

○中央教育審議会第３７回義務教育特別部会の開催 [９月30日]

【主な内容】

・教職員人事の在り方等、家計における教育費負担等

○中央教育審議会第３８回義務教育特別部会の開催 [10月３日]

【主な内容】

・義務教育に係る費用負担の在り方について等

○経済財政諮問会議において「国庫補助負担金等に関する改革案（２）」を説明

[10月４日]

【主な内容】

・地方六団体代表者による「国庫補助負担金等に関する改革案（２）」の説明及

び意見交換

○自民党総務部会・地方税財政改革ＰＴ合同会議への出席 [10月６日]

【主な内容】

・地方六団体代表者による「国庫補助負担金等に関する改革案（２）」の説明及

び意見交換

○全国知事会長から各都道府県知事あてに書簡の発出 [10月６日]

【主な内容】

・経済財政諮問会議における意見交換の状況等について

○全国知事会｢第２回国の過剰関与問題小委員会｣の開催 [10月７日]

【主な内容】

・２０項目の評価結果、一般財源化された事務事業等の調査実施の報告及び、

提言に向けた論点の協議等

○中央教育審議会第３９・４０回義務教育特別部会の開催 [10月12日]

【主な内容】

・答申素案についての協議等

・地方六団体代表委員３名が「中央教育審議会答申素案に対する意見について」

を提出

○地方六団体「地方六団体代表者会議｣の開催 [10月12日]
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【主な内容】

・「第１０回国と地方の協議の場」提出資料、対応についての協議

・中央教育審議会答申素案に対する緊急声明等の協議

○第１０回国と地方の協議の場の開催 [10月12日]

【主な内容】

・地方六団体代表者による「国庫補助負担金等に関する改革案（２）」の説明及

び意見交換

○「第１０回国と地方の協議の場」終了後の地方六団体代表による記者会見

[10月12日]

【主な内容】

・「第１０回国と地方の協議の場」の意見交換の状況について

・「中央教育審議会の答申素案に対する緊急声明」を発表

○全国知事会長から各都道府県知事あてに書簡の発出 [10月14日]

【主な内容】

・「国と地方の協議の場」における意見交換の状況等について

・中央教育審議会の答申素案について

○全国知事会「憲法問題特別委員会」の開催 [10月17日]

○中央教育審議会第４１回義務教育特別部会の開催 [10月18日]

【主な内容】

・答申（案）についての協議等

・地方六団体代表委員３名が「中央教育審議会答申案に対する意見について」を

提出

○第５回生活保護費及び児童扶養手当に関する関係者協議会 [10月19日]

【主な内容】

・前回協議会の議題に対する地方団体の意見、共同作業の最終まとめの報告、生

活保護制度について検討すべき課題〔２〕、児童扶養手当制度に関連して検討

すべき課題等

○全国知事会「正副会長・理事合同会議」の開催 [10月20日]

【主な内容】

・三位一体改革の今後の進め方等、特別委員会委員の選任、全国知事会の運営等

について
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○全国知事会「第２回地方税制小委員会」の開催 [10月20日]

【主な内容】

・平成１８年度税制改正要望、検討すべき課題・論点等について

○地方六団体「地方六団体代表者会議｣の開催 [10月26日]

【主な内容】

・「第１１回国と地方の協議の場」の対応についての協議

・中央教育審議会答申決定に対する声明（案）の事前協議

○第１１回国と地方の協議の場の開催 [10月26日]

【主な内容】

・三位一体の改革の検討状況について、関係大臣（文部科学大臣、厚生労働大臣、

農林水産大臣、経済産業大臣、国土交通大臣、環境大臣）の説明及び意見交換

○「第１１回国と地方の協議の場」終了後の地方六団体代表による記者会見

[10月26日]

【主な内容】

・「第１１回国と地方の協議の場」の意見交換の状況について

○中央教育審議会総会（第５２回）の開催 [10月26日]

【主な内容】

・答申（案）についての協議

・地方六団体代表委員３名が「新しい時代の義務教育を創造する（答申）に対す

る意見」を提出

・多数決により「新しい時代の義務教育を創造する（答申）」を決定

○地方六団体会長による「中央教育審議会の答申決定に対する声明」を発表

[10月26日]

【主な内容】

・中央教育審議会の答申決定についての遺憾の意を表明

・政府に対して、地方の改革案で提案している義務教育費国庫負担金等の税源移

譲・一般財源化を決定することを強く求めるもの

○自由民主党総務部会・地方行政調査会等合同会議（税制改正等要望ヒア）への出席

[10月27日]

【主な内容】

・個人住民税への税源移譲の確実な実施など平成１８年度税制改正についての要

望説明
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○全国知事会「第３回地方交付税問題小委員会」の開催 [10月28日]

【主な内容】

・第一段階の各論点の整理等

○全国知事会長から各都道府県知事あてに書簡の発出 [10月28日]

【主な内容】

・「第１１回国と地方の協議の場」について

・「中央教育審議会の答申決定に対する声明」について

○全国知事会「第３回道州制特別委員会」の開催 [10月31日]

【主な内容】

・第２８次地方制度調査会における「道州制のあり方」の審議内容に対する意見

・道州制特区の推進についての緊急アピール

・国と地方の役割分担のイメージづくり

○地方六団体会長による｢新内閣発足に当たっての共同声明｣を発表 [10月31日]

【主な内容】

・新内閣及び与党新執行部に対して、地方の改革案に沿って、強力に「三位一体

の改革」を進めることを強く求める

○全国知事会長から各都道府県知事あてに書簡の発出 [11月１日]

【主な内容】

・新内閣発足に当たっての対応について

○第６回生活保護費及び児童扶養手当に関する関係者協議会 [11月４日]

【主な内容】

・総括的議論

・地方団体から生活保護等に関する基本的考え方及び検討すべき課題（給付の適

正化のための方策）の提言、厚生労働省から生活保護及び児童扶養手当に関す

る見直し案の提示

○「第６回生活保護費及び児童扶養手当に関する関係者協議会」終了後の

地方団体推薦委員による記者会見 [11月４日]

○地方六団体会長による「生活保護等の地方への負担転嫁に反対する声明」を発表

[11月４日]
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○全国知事会｢社会文教常任委員会｣の開催 [11月９日]

【主な内容】

・生活保護制度等について、議論

○第７回生活保護費及び児童扶養手当に関する関係者協議会 [11月10日]

【主な内容】

・総括的議論

○全国知事会「理事会」の開催 [11月10日]

○全国知事会議の開催 [11月10日]

〔直近の予定〕

○政府主催全国都道府県知事会議の開催（官邸) [11月11日]

○地方六団体・地方分権推進連盟｢地方分権改革総決起大会｣の開催（ＮＨＫホール）

[11月14日]


